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(57)【要約】
　本発明は、気体状酸素が実質的に存在せずかつ一酸化炭素を発生する物質を収容する密
閉容器内で発生する一酸化炭素を該容器内で十分かつ安価に処理できる方法を提供する。
　気体状酸素が実質的に存在せずかつ一酸化炭素を発生する物質を収容する密閉容器内に
おいて発生する一酸化炭素を該容器内で処理する方法において、一酸化炭素を二酸化炭素
に酸化すること、および二酸化炭素を該容器内で吸着することを含む方法。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
気体状酸素が実質的に存在せずかつ一酸化炭素を発生する物質を収容する密閉容器内にお
いて発生する一酸化炭素を該容器内で処理する方法において、一酸化炭素を二酸化炭素に
酸化すること、および二酸化炭素を該容器内で吸着することを含む方法。
【請求項２】
該密閉容器が、蓄電デバイスにおける蓄電要素が封入された容器である、請求項１記載の
方法。
【請求項３】
上記酸化が、該容器内に予め配置された、
（Ａ）樹脂　１００質量部、および
（Ｂ）一酸化炭素酸化触媒　１～３００質量部
を含む樹脂組成物からなる成形体によって行われる、請求項１または２記載の方法。
【請求項４】
上記吸着が、該容器内に予め配置された、
（Ｃ）二酸化炭素吸着物質
により行われる、請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
成分（Ｃ）が、
（Ａ）樹脂　１００質量部、および
（Ｃ）二酸化炭素吸着物質　１～３００質量部
を含む樹脂組成物からなる成形体である、請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
成分（Ｃ）が、
（Ａ）樹脂　１００質量部、
（Ｂ）一酸化炭素酸化触媒　１～３００質量部、および
（Ｃ）二酸化炭素吸着物質　１～３００質量部
を含む樹脂組成物からなる成形体である、請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
成分（Ｂ）が、ホプカライトおよび担持貴金属触媒から成る群から選択される少なくとも
１を含む、請求項３～６のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
成分（Ｃ）が、二酸化炭素の吸着に水を必要としないものである、請求項４～７のいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項９】
成分（Ｃ）が、酸化ストロンチウム、０．４ｎｍ以上の細孔径を有するゼオライト、およ
びＢＥＴ比表面積が５０ｍ２／ｇ以上である酸化マグネシウムからなる群から選択される
少なくとも１を含む、請求項４～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
成分（Ａ）が、エチレン系重合体および酸変性エチレン系樹脂を含むエチレン系樹脂組成
物である、請求項３～９のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
（Ａ）樹脂　１００質量部、および
（Ｂ）一酸化炭素酸化触媒　１～３００質量部
を含む樹脂組成物からなる成形体。
【請求項１２】
樹脂組成物が
（Ｃ）二酸化炭素吸着物質　１～３００質量部
をさらに含む、請求項１１に記載の成形体。
【請求項１３】
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成分（Ｂ）が、ホプカライトおよび担持貴金属触媒から成る群から選択される少なくとも
１を含む、
請求項１１または１２に記載の成形体。
【請求項１４】
成分（Ｃ）が、二酸化炭素の吸着に水を必要としないものである、請求項１２または１３
に記載の成形体。
【請求項１５】
成分（Ｃ）が、酸化ストロンチウム、０．４ｎｍ以上の細孔径を有するゼオライト、およ
びＢＥＴ比表面積が５０ｍ２／ｇ以上である酸化マグネシウムからなる群から選択される
少なくとも１を含む、請求項１２～１４のいずれか１項に記載の成形体。
【請求項１６】
成分（Ａ）が、エチレン系重合体および酸変性エチレン系樹脂を含むエチレン系樹脂組成
物である、請求項１１～１５のいずれか１項に記載の成形体。
【請求項１７】
成形体がフィルム状である、請求項１１～１６ のいずれか１項に記載の成形体。
【請求項１８】
請求項１１～１７のいずれか１項に記載の成形体を蓄電要素が封入された容器の中に含む
非水電解質二次電池。
【請求項１９】
請求項１１～１７のいずれか１項に記載の成形体を蓄電要素が封入された容器の中に含む
電気二重層キャパシタ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本出願は、平成２１年２月４日に出願された特願２００９－２３８８８号および平成２２
年１月２２日に出願された特願２０１０－１２４２４号の優先権の利益を主張しており、
これらの出願の内容は引用することにより本明細書に取り込まれる。
本発明は、非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタなどの蓄電デバイスにおける、蓄
電要素が封入された容器内において発生する一酸化炭素の処理に適する方法に関する。
【０００２】
近年、リチウムイオン二次電池などの非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタなどの
蓄電デバイスは、携帯電話等の携帯機器やＯＡ機器、電気自動車やハイブリッド自動車な
ど、広い範囲で注目され、その使用が拡大している。
【０００３】
非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタは、その蓄電要素が封入された容器内に水分
が存在すると性能が著しく低下し、したがって寿命の低下を招くため、それらの蓄電要素
は、金属缶、アルミラミネートフィルムなどの容器内に封入されている。
【０００４】
しかし、非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタは、電解液としてカーボネート系の
有機溶剤が使用される故に、あるいは電極としてカーボンが使用される故に、蓄電要素が
封入された容器内で一酸化炭素ガスが発生しやすいという性質があり、その結果、容器の
変形・破裂による寿命の低下を招くという問題がある。
【０００５】
一酸化炭素ガスの発生による容器の変形・破裂を防ぐために、金属缶にガス放出弁を設け
ることが広く行われているが、ガスの放出は外気からの水分の浸入を招き、寿命の低下は
避けられない。また、ラミネートフィルム外装のタイプでは、ガス放出弁を設けることは
困難である。
【０００６】
一酸化炭素ガスを直接吸収・吸着する物質がいくつか知られているが、それらは、単位量
当たり極少量の一酸化炭素しか吸収できず、一酸化炭素を充分な量で吸収・吸着させると
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いう目的には不向きである。
【０００７】
一方、気体中の一酸化炭素を除去する方法として、一酸化炭素酸化触媒としての金ナノ粒
子触媒と二酸化炭素除去剤としてのアルカリ性多孔質体とを含有する触媒を使用する方法
（例えば、特許文献１）および一酸化炭素酸化触媒としての金ナノ粒子触媒と二酸化炭素
及び水の除去剤としてのゼオライトとを含有する触媒を使用する方法（例えば、特許文献
２）が知られている。これらの方法は、一酸化炭素ガスを二酸化炭素ガスに酸化させ、そ
の結果生じた二酸化炭素ガスを二酸化炭素吸着剤によって除去するものであり、一酸化炭
素ガスを直接除去するよりも安価であるが、一酸化炭素ガスの酸化には気体酸素の存在を
必要とする。
【０００８】
非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタは、その蓄電要素が封入された容器の内部へ
の気体酸素の供給源を有しない。これは、容器内により多くの蓄電要素を封入する目的か
ら、製造された段階ではその内部に気体空気が占めるような空間は存在していないし、ま
た、上記容器は密封されているので外界からの気体酸素供給も実質的に有り得ないからで
ある。
【０００９】
気体酸素の不存在下で一酸化炭素を二酸化炭素に酸化することができるならば、酸化によ
って生じた二酸化炭素を上記容器内で吸着することにより、上記容器内で発生する一酸化
炭素ガスを上記容器内で十分にかつ安価に処理することができる。これは、非水電解質二
次電池や電気二重層キャパシタなどの蓄電デバイスにおける蓄電要素が封入された容器が
、一酸化炭素ガスの発生によって変形・破壊するのを防止する上で有用であり、その結果
、上記蓄電デバイスの寿命の長期化に有利である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００４－１８８２４３号公報
【特許文献２】国際公開第２００５／１２０６８６号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
本発明は、上記事情を鑑み、気体状酸素が実質的に存在せずかつ一酸化炭素を発生する物
質を収容する密閉容器内で発生する一酸化炭素を該容器内で十分かつ安価に処理できる方
法を提供することを目的とする。
【００１２】
本発明者は、気体状酸素が実質的に存在しない密閉容器内において発生した一酸化炭素を
、上記容器内で二酸化炭素に酸化できることを見出し、本発明を達成した。また、上記酸
化は、一酸化炭素酸化触媒を樹脂に組み入れた樹脂組成物からなる成形体を使用すること
により行われ得ることを見出した。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
すなわち、本発明は、気体状酸素が実質的に存在せずかつ一酸化炭素を発生する物質を収
容する密閉容器内において発生する一酸化炭素を該容器内で処理する方法において、一酸
化炭素を二酸化炭素に酸化すること、および二酸化炭素を該容器内で吸着することを含む
方法である。
【００１４】
また、本発明は、
（Ａ）樹脂　１００質量部、および
（Ｂ）一酸化炭素酸化触媒　１～３００質量部
を含む樹脂組成物からなる成形体を提供する。
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【発明の効果】
【００１５】
本発明の方法および成形体は、気体状酸素が実質的に存在せずかつ一酸化炭素を発生する
物質を収容する密閉容器内、例えば蓄電デバイスの蓄電要素が封入された容器内、に発生
する一酸化炭素を上記容器内で十分かつ安価に処理でき、したがって、蓄電デバイスの寿
命の長期化に有利である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
本発明方法は、気体状酸素が実質的に存在しない密閉容器内において発生する一酸化炭素
を該容器内で二酸化炭素に酸化すること、および二酸化炭素を該容器内で吸着することを
含む。
【００１７】
上記酸化は、上記容器内に予め配置された、
（Ａ）樹脂１００質量部、および
（Ｂ）一酸化炭素酸化触媒１～３００質量部
を含む樹脂組成物からなる成形体（１）により行うことができる。
【００１８】
また、上記吸着は、上記容器内に予め配置された、
（Ｃ）二酸化炭素吸着物質
により行うことができる。上記成分（Ｃ）は、上記成分（Ａ）との組成物からなる成形体
（２）の形であってもよく、あるいは、上記成分（Ａ）および（Ｂ）との組成物からなる
成形体（３）の形であってもよい。
【００１９】
気体状酸素が実質的に存在しない密閉容器内での一酸化炭素から二酸化炭素への酸化が上
記樹脂組成物から成る成形体によって行われ得ることの原理は良く分からないが、成分（
Ｂ）から酸素原子が供給されたことによる、あるいは、樹脂組成物またはそれらから成る
成形体を、気体酸素が存在するところの通常の環境下で製造する間に酸素原子が供給され
たことによる、などが考えられる。
【００２０】
成分（Ａ）は樹脂であれば何でも良く、例えば熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、熱可塑性エ
ラストマーおよびゴムを包含する。具体的には、超低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポ
リエチレン、低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレンなどのエチレン系重合体、エチレ
ン-酢酸ビニル共重合体、エチレン-アクリル酸エチルなどのエチレン系共重合体、プロピ
レン系重合体、プロピレン系共重合体が挙げられる。ゴムとしては、例えば、エチレン－
αオレフィン共重合体ゴム、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＤＭ）、ブチルゴム（ＩＩＲ
）、イソプレンゴム、水添スチレン系エラストマーなどが挙げられる。上記αオレフィン
は、例えばプロピレン、1-ブテン、1-ヘキセン、1-オクテン、1-デカンを包含する。
【００２１】
成分（Ａ）は、フィラーとしての成分（Ｂ）及び成分（Ｃ)との混和性の点から、エチレ
ン系重合体（Ａ－１）と酸変性エチレン系樹脂（Ａ－２）とを含むエチレン系樹脂組成物
であるのが好ましい。エチレン系重合体（Ａ－１）はフィラー受容性に優れ、酸変性エチ
レン系樹脂（Ａ－２）は成分（Ｂ）及び成分（Ｃ）の成分（Ａ）中での分散を良好にする
。
【００２２】
上記エチレン系重合体（Ａ－１）としては、低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポリエチ
レン、超低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、エチレンとα－オレフィン（例えば
、１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテン等）とのコポリマーが挙げられ、これらを単
独で、または２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００２３】
上記エチレン系重合体（Ａ－１）としては十分な耐熱性およびフィラーとの十分な混和性
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を有するように、下記（ｉ）～（ｉｖ）を満たすものが特に好ましい。
（ｉ）ＤＳＣ融解曲線における最も高い温度側のピークトップ融点（Ｔｍ）が１１０℃以
上である、
（ｉｉ）ＤＳＣ融解曲線における融解熱量（ΔＨ）が９０～１８０Ｊ／ｇである、
（ｉｉｉ）１１０℃における結晶化度（Ｘｃ１１０）が１０～６０％である、および
（ｉｖ）ＭＦＲ（１９０℃、２１．１８Ｎ）が０．１ｇ／１０分以上１０ｇ／１０分未満
である。
【００２４】
上記ピークトップ融点（Ｔｍ）が１１０℃より低いと、耐熱性が不充分になる場合がある
。上記ピークトップ融点（Ｔｍ）は、好ましくは１２０℃以上、より好ましくは１２５℃
以上である。上記ピークトップ融点（Ｔｍ）の上限は特に制限されないが、エチレン系重
合体であることから、実際的に約１３５℃である。
【００２５】
また、上記融解熱量（ΔＨ）が９０Ｊ／ｇ未満であると、耐熱性が不充分になる場合があ
り、１８０Ｊ／ｇを超えるとフィラーとの混和性が不十分になり、製膜性に劣る場合があ
る。上記融解熱量（ΔＨ）は、好ましくは１００～１７０Ｊ／ｇである。
【００２６】
また、上記結晶化度（Ｘｃ１１０）が１０％未満では耐熱性が不充分になる場合があり、
６０％を超えるとフィラーとの混和性が不十分になり、製膜性に劣る場合がある。上記結
晶化度（Ｘｃ１１０）は、好ましくは１５～４５％である。なお、１１０℃における結晶
化度とは、ＤＳＣ融解曲線における融解熱量ΔＨ全体に対する１１０℃以上での融解熱量
の割合を意味する。
【００２７】
さらに、上記ＭＦＲが１０ｇ／１０分以上では、ポリエチレン系樹脂組成物（Ａ）と吸水
性フィラー（Ｂ）との混和性が不充分になる場合や、フィルム製膜時の引落性が低下する
場合があり、０．１ｇ／１０分未満では、フィルムの肉厚調整が困難になる場合がある。
上記ＭＦＲは、好ましくは０．２～７ｇ／１０分、最も好ましくは０．５～５ｇ／１０分
である。
【００２８】
なお、本明細書において、ＤＳＣ融解曲線は、特に断らない限り、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍ
ｅｎｔｓ（ティー・エイ・インスツルメント・ジャパン株式会社）のＤＳＣ　Ｑ１０００
型を使用し、試料を１９０℃で５分間保持した後、１０℃／分の降温速度で－１０℃まで
冷却し、－１０℃で５分間保持した後、１０℃／分の昇温速度で１９０℃まで加熱すると
いう温度プログラムでＤＳＣ測定を行って得られる曲線である。
【００２９】
エチレン系重合体（Ａ－１）としてエチレン系重合体の混合物を使用する場合には、混合
物全体が上記要件（ｉ）～（ｉｖ）を満たすようにすればよい。
【００３０】
エチレン系重合体（Ａ－１）として使用され得る具体例として、日本ポリエチレン（株）
からＫＦ３６０の商品名で市販されている超低密度ポリエチレンならびにＫＦ２７１およ
びＵＦ２４０の商品名で市販されている直鎖状低密度ポリエチレン、プライムポリマー（
株）からＳＰ２０４０およびＳＰ２５２０の商品名で市販されている直鎖状低密度ポリエ
チレン等が挙げられる。
【００３１】
上記酸変性エチレン系樹脂（Ａ－２）は、不飽和カルボン酸またはその誘導体がグラフト
重合および／または共重合したエチレン系樹脂であり、１種を単独で、または２種以上を
組み合わせて用いることができる。不飽和カルボン酸の例としては、例えば、マレイン酸
、イタコン酸、フマル酸が挙げられ、その誘導体の例としては、例えば、マレイン酸モノ
エステル、マレイン酸ジエステル、無水マレイン酸、イタコン酸モノエステル、イタコン
酸ジエステル、無水イタコン酸、フマル酸モノエステル、フマル酸ジエステル、無水フマ
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ル酸等のエステルおよび無水物が挙げられる。上記エチレン系樹脂としては、直鎖状ポリ
エチレン、超低密度ポリエチレン、高密度ポリエチレン、エチレン－酢酸ビニル（ＶＡ）
共重合体、エチレン－エチルアクリレート（ＥＡ）共重合体、エチレン－メタクリレート
共重合体などが挙げられる。
【００３２】
上記酸変性エチレン系樹脂（Ａ－２）は好ましくは０．１～１０ｇ／１０分のＭＦＲ（１
９０℃、２１．１８Ｎ）を有する。さらに好ましくは、０．２～７ｇ／１０分、最も好ま
しくは０．５～５ｇ／１０分である。ＭＦＲが上記上限より高いと、フィルム製膜時の引
落性が低下する場合がある。ＭＦＲが上記下限より低いと、フィルムの肉厚調整が困難に
なる場合がある。
【００３３】
酸変性エチレン系樹脂（Ａ－２）の具体例としては、三井化学（株）製のアドマー（商品
名）、日本ポリオレフィン（株）製のアドテックス（商品名）、クロンプトン社製のポリ
ボンド（商品名）および住友化学（株）製のボンドファースト（商品名）が挙げられる。
【００３４】
上記ポリエチレン系樹脂組成物は、成分（Ｂ）及び成分（Ｃ）との混和性の点から、エチ
レン系重合体（Ａ－１）９９～６０質量％および酸変性エチレン系樹脂（Ａ－２）１～４
０質量％を含む（ここで、成分（Ａ－１）と成分（Ａ－２）の量の合計は１００質量％で
ある）。より好ましくは、エチレン系重合体（Ａ－１）９７～７０質量％および酸変性エ
チレン系樹脂（Ａ－２）３～３０質量％であり、更に好ましくは、エチレン系重合体（Ａ
－１）９５～８０質量％および酸変性エチレン系樹脂（Ａ－２）５～２０質量％である。
【００３５】
成分（Ｂ）としては、一酸化炭素酸化触媒として知られている、ホプカライト（銅－マン
ガン系複合酸化物）などの複合金属酸化物触媒および担持貴金属触媒のいずれも使用する
ことができる。上記担持貴金属触媒は、アルミナ担持パラジウムなどの金属酸化物担持貴
金属触媒（貴金属を金属酸化物表面に担持した触媒）、パラジウム－酸化セリウムなどの
貴金属－易還元性酸化物触媒、酸化チタン担持プラチナなどの貴金属担持光触媒、カーボ
ンブラック担持塩化パラジウム-塩化銅などの担持Ｗａｃｋｅｒ型触媒および金ナノ粒子
触媒（金ナノ粒子を金属酸化物表面に担持した触媒）を包含する。高濃度の一酸化炭素に
よる被毒／失活の起き難いものであればより好ましいが、本発明では成分（Ｂ）を成分（
Ａ）に組み入れることにより、成分（Ｂ）の被毒／失活が防止・抑制されるという効果も
得られた。本発明における樹脂組成物では、ホプカライトなどの複合金属酸化物およびア
ルミナ担持パラジウム、酸化マグネシウム担持パラジウムなどの金属酸化物担持貴金属触
媒が好ましく使用される。一酸化炭素酸化触媒は、１種を単独で、または２種以上を組み
わせて使用され得る。なお、ホプカライトと同じ組成であっても、複合酸化物の形ではな
く、酸化銅（ＩＩ）と酸化マンガン（ＩＶ）とを単に混合した混和物の形のものは、一酸
化炭素酸化触媒としての機能が不十分である。
【００３６】
成分（Ｂ）は、成分（Ａ）との混和性および溶融混練性の点から、その粒子径分布として
３０μｍ以下の粒子径（Ｄ９９）および２０μｍ以下の粒子径（Ｄ５０）を有するものが
好ましい。ここで、Ｄ９９およびＤ５５はそれぞれ、粒子径分布において粒子径の小さい
方から累積して９９質量％および５０質量％になる点における粒子径を言う。Ｄ９９は、
好ましくは２０μｍ以下、より好ましくは１５μｍ以下である。また、Ｄ５０は、好まし
くは０．０１～１５μｍ、より好ましくは０．１～１０μｍである。上記範囲から外れる
ような粗い粒子は、得られる成形体の欠点や異物になる場合がある。また、粒子が細かす
ぎると、凝集して、得られる成形体の欠点や異物になったり、凝集しなかった場合には多
量の空気を抱き込んでコンパウンド製造時の溶融混練作業性を悪くしたりする場合がある
。
【００３７】
粒子径分布の制御は、大きな粒子を生成した後、それを粉砕、分球する方法、及び最初か
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ら細かい粒子を生成しそして分球する方法がある。粒子径分布を上記範囲内に制御できる
ならばどちらの方法でも良く、特に限定はされないが、押出負荷および成形性の観点から
、細かい粒子を最初から生成する方法がより好ましい。
【００３８】
成分（Ｂ）の配合量は、成分（Ａ）１００質量部に対して１～３００質量部、好ましくは
３～２００質量部、より好ましくは５～１００質量部である。上記下限よりも少ないと、
一酸化炭素を二酸化炭素に酸化する機能が不満足なものになり、上記上限を超えると、コ
ンパウンド製造時の溶融混練および成形が困難になる場合がある。
【００３９】
気体状酸素が実質的に存在しない密閉容器内で上記酸化によって生じた二酸化炭素は、同
じ容器内で吸着されることにより、上記容器内で生じた一酸化炭素を上記容器内で処理す
ることができる。二酸化炭素の吸着は、上記容器内に予め配置された二酸化炭素吸着物質
（Ｃ）によって行われ得る。
【００４０】
上記二酸化炭素吸着物質（Ｃ）は、二酸化炭素を吸着できるものであれば特に制限されな
い。例えば、細孔径が０．４ｎｍ以上であるゼオライト（例えば、モレキュラーシーブ４
Ａおよびモレキュラーシーブ５Ａ）および酸化ストロンチウムなどのアルカリ土類金属酸
化物が挙げられる。
【００４１】
なお、非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタなどの蓄電デバイスでは、水の存在に
より上記蓄電デバイスの性能劣化を生じ、寿命の低下を招く。したがって、成分（Ｃ）は
、二酸化炭素の吸着に水を実質的に必要としない（絶対湿度約１ｍｇ／Ｌより多くの水を
必要としない）ものが好ましい。例えば、ＢＥＴ比表面積の小さい酸化マグネシウムは、
二酸化炭素の吸着機構において水を必要とする。しかし、ＢＥＴ比表面積が５０ｍ２／ｇ
以上である酸化マグネシウムは、水の不存在下で二酸化炭素を吸着することができる。好
ましくは、ＢＥＴ比表面積が７５ｍ２／ｇ以上、より好ましくは１００ｍ２／ｇ以上の酸
化マグネシウムである。ＢＥＴ比表面積の上限は特に制限されないが、工業的に製造可能
なのは、高々約１０００ｍ２／ｇである。
【００４２】
また、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化カルシウム及び酸化カルシウムも二酸
化炭素吸着物質としての機能を有するが、これらは極めて強いアルカリ性の物質であり、
非水電解質二次電池や電気二重層キャパシタの蓄電要素が封入された容器の中に置かれる
と、吸水したときに集電体のアルミなどを腐食するという点で好ましくない。
【００４３】
成分（Ｃ）は、そのままの形で上記密閉容器内に配置することができ、あるいは成分（Ｃ
）を上記成分（Ａ）とコンパウンドして得られた樹脂組成物からなる成形体（２）の形で
上記密閉容器内に配置してもよい。
【００４４】
成形体（２）のための上記樹脂組成物は、成分（Ａ）１００質量部に対して、成分（Ｃ）
を１～３００質量部の量で含む。上記下限は、好ましくは５質量部、より好ましくは１０
質量部、さらに好ましくは２０質量部である。上記上限は、好ましくは２５０質量部、よ
り好ましくは２００質量部、さらに好ましくは１５０質量部である。上記下限未満である
と、二酸化炭素吸着機能が不満足なものになり、上記上限を超えると、コンパウンド製造
時の溶融混練および成形が困難になる場合がある。
【００４５】
上記成形体（２）は、一酸化炭素の二酸化炭素への酸化のための成形体（１）と、積層な
どにより一体化して上記容器内に配置することができ、あるいは、成形体（１）と成形体
（２）とを上記容器内に別々に配置してもよい。
【００４６】
あるいは、成形体（１）および（２）の両方を使用する代わりに、成分（Ａ）～（Ｃ）を
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含む樹脂組成物からなる成形体（３）を上記容器内に配置してもよい。成形体（３）のた
めの樹脂組成物は、成分（Ａ）１００質量部に対して、成分（Ｂ）を１～３００質量部、
好ましくは５～２００質量部、より好ましくは５～１５０質量部の量で含む。成分（Ｃ）
の配合量は、成分（Ａ）１００質量部に対して１～３００質量部である。成分（Ｃ）の配
合量に関する上記下限は、好ましくは５質量部、より好ましくは１０質量部、さらに好ま
しくは２０質量部であり、上記上限は、好ましくは２５０質量部、より好ましくは２００
質量部、さらに好ましくは１５０質量部である。成分（Ｂ）および（Ｃ）の配合量がそれ
ぞれ上記下限未満であると、一酸化炭素の二酸化炭素への転化および二酸化炭素の吸着の
ための機能が不満足なものになり、上記上限を超えると、コンパウンド製造時の溶融混練
および成形が困難になる場合がある。また、溶融混練性および成形性の点から、成分（Ｂ
）および（Ｃ）の配合量は、成分（Ａ）１００質量部に対して、合計で３００質量部以下
であるのが好ましく、より好ましくは２５０質量部である。
【００４７】
成分（Ｃ）は、好ましくは、成分（Ｂ）に関して述べたものと同じ粒子径分布を有する。
すなわち、粒子径分布として、３０μｍ以下の粒子径（Ｄ９９）および２０μｍ以下の粒
子径（Ｄ５０）を有するものが好ましい。Ｄ９９は、好ましくは２０μｍ以下、より好ま
しくは１５μｍ以下であり、Ｄ５０は、好ましくは０．０１～１５μｍ、より好ましくは
０．１～１０μｍである。上記粒子径分布を有することにより、成分（Ａ）とのコンパウ
ンドにおける溶融混練や成形を良好に行うことができる。
【００４８】
上記成形体（１）～（３）のための各樹脂組成物は、さらにスリップ剤を含むことが好ま
しい。これにより、コンパウンド製造時の溶融混練作業性を向上させ、また、成形性をよ
り良好にすることができる。スリップ剤としては、ステアリン酸カルシウムなどの金属石
鹸、オレイン酸アミド、エルカ酸アミドなどの脂肪酸アミド、ポリエチレンワックス、シ
リコンガム、シリコンオイルなどが挙げられる。スリップ剤の好ましい添加量は、成分（
Ａ）１００質量部に対して０．１～２０質量部、より好ましくは１～１０質量部である。
【００４９】
上記成形体（１）～（３）のための各樹脂組成物は、さらに水分吸収剤を含んでいてもよ
い。これにより、一酸化炭素の除去とともに水分の除去を同時に行うことが出来る。水分
吸収剤としては、モレキュラーシーブ３Ａ、モレキュラーシーブ４Ａ、モレキュラーシー
ブ５ＡなどのＡ型ゼオライトが好ましい。水分吸収剤の好ましい添加量は、成分（Ａ）１
００質量部に対して５～２００質量部、より好ましくは１０～１５０質量部、更に好まし
くは１５～１２０質量部である。
【００５０】
また、上記成形体（１）～（３）のための各樹脂組成物は、必要に応じてリン系、フェノ
ール系、硫黄系などの酸化防止剤、老化防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤などの耐候剤、
銅害防止剤、芳香族リン酸金属塩系、ゲルオール系などの造核剤、グリセリン脂肪酸モノ
エステルなどの帯電防止剤、着色剤、芳香剤、抗菌剤、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、炭
酸カルシウム、タルク、金属水和物などのフィラー、グリセリン脂肪酸エステル系、パラ
フィンオイル、フタル酸系、エステル系などの可塑剤等の添加剤を含んでいてもよい。
【００５１】
上記成形体（１）～（３）のための各樹脂組成物は、必要成分を溶融混練することにより
得ることができる。溶融混練は、二軸押出機、バンバリーミキサーなどの慣用の装置を使
用して行うことができる。混練温度は、成形時の吸湿発泡トラブルを回避するため、成形
温度よりも高くすることが好ましい。得られた組成物は次いで、種々の成形体に成形され
る。上記成形体は、例えば、ペレット状、フィルム状、繊維状、ストランド状、チューブ
状を包含する。ペレット化は慣用の造粒機を用いて行うことができ、好ましくは、ホット
カット法などの水を介在させない方法で行われ得る。
【００５２】
フィルム状に成形する場合には、樹脂組成物を、Ｔダイ等を使用する通常の製膜に付する
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ことができる。また、真空ベントを設けたり、ギヤポンプ等を介したりしても良い。更に
、ペレット化することなく、直接製膜に付する方法、例えば、溶融混練して得られた組成
物をそのままギヤポンプ等を介してＴダイに送って製膜する方法を使用することもできる
。
【００５３】
得られた成形体は、必要に応じて、γ線照射や加硫に付すことができる。
【実施例】
【００５４】
以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明するが、本発明は以下の実施例に限定され
るものではない。
【００５５】
実施例１～１３、参考例１および比較例１～７
表１に示す配合量（質量部）の成分をドライブレンドし、これを（株）日本製鋼所の二軸
押出機ＴＥＸ２８により溶融混練し、樹脂組成物のペレットを得た。二軸押出機出口樹脂
温度は２４０℃であった（真空ベント使用）。得られた樹脂組成物ペレットを、(株)日本
製鋼所の二軸押出機を使用し、ギヤポンプを介して、東芝機械株式会社製の単層Ｔダイへ
と送って製膜し、膜厚５０μｍのフィルムを得た。二軸押出機出口樹脂温度は２２０℃で
あり（真空ベント使用）、ギヤポンプ出口樹脂温度は２２０℃であった。また、製膜は、
Ｔダイ出口樹脂温度２２０℃、チルロール温度４０℃、引取速度１０ｍ／分の条件で行っ
た。得られたフィルムは、露点温度－５０℃以下にしたガス置換型グローブボックス（ア
ズワン株式会社のＳＧ－１０００）の中に保管した。得られたフィルムについて、下記（
１）～（３）の評価試験を行った。結果を表１および表２に示す。実施例２、５、６およ
び１３については、下記（４）の試験も行った。
【００５６】
（１）窒素／一酸化炭素混合気体中での一酸化炭素および二酸化炭素の濃度変化
テトラバックに１０００ｃｍ２のフィルムを入れ、２５５ｍＬの窒素を充填した。ここに
４５ｍＬの一酸化炭素を注入した（一酸化炭素の計算濃度：１５ｖｏｌ％）。これを２４
時間、常温、常圧で放置した後、一酸化炭素濃度および二酸化炭素濃度をガスクロマトグ
ラフにより測定した。なお、テトラバックからはガスが少しずつ透過して抜けるため、同
時にブランク（上記フィルムを使用しない場合）の測定も行ったところ、２４時間後の一
酸化炭素濃度は１４．１ｖｏｌ％であり、二酸化炭素は検出されなかった。
【００５７】
（２）空気／一酸化炭素混合気体中での一酸化炭素および二酸化炭素の濃度変化
上記（１）の試験おいて、２５５ｍＬの窒素の代わりに２５５ｍＬの空気（窒素／酸素＝
８０／２０（体積比））を用いた以外は試験（１）と同様に測定を行った。ブランクでの
一酸化炭素濃度は１４．２ｖｏｌ％であり、二酸化炭素は検出されなかった。
【００５８】
（３）窒素／二酸化炭素混合気体中での二酸化炭素の濃度変化
二酸化炭素は透過性が高いため、フィルムによる二酸化炭素の吸着能の測定を行った。上
記（１）の試験おいて、４５ｍＬの一酸化炭素を注入する代わりに、４５ｍＬの二酸化炭
素を注入した以外は試験（１）と同様にして、二酸化炭素濃度の測定を行った。ブランク
での二酸化炭素濃度は１２．３ｖｏｌ％であった。
【００５９】
（４）水分吸収能
ジメチルカーボネート（ＤＭＣ）／ジエチルカーボネート（ＤＥＣ）／エチレンカーボネ
ート（ＥＣ）＝１／１／１（容積比）に水を極少量混合し、試験液とした。この試験液中
の水分量をカールフィッシャー容量滴定装置（平沼産業株式会社のＡＱ－３００）により
測定したところ９８２ｐｐｍであった。次いで、この試験液３０ｇ中に４５０ｃｍ２のフ
ィルムを浸漬して、２５℃×４８ｈｒ後に試験液中の水分量を同様に測定した。以上の操
作はアイ・エイ・シー株式会社のエアードライヤーＱＤ２０－７５により露点温度－５０
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℃以下にしたガス置換型グローブボックス（アズワン株式会社のＳＧ－１０００）中で行
った。
【００６０】
使用した材料は以下の通りである。
成分（Ａ）
KF２７１：日本ポリエチレン（株）製、直鎖状低密度ポリエチレン、ＭＦＲ（１９０℃、
２１．１８Ｎ）＝２．４ｇ／１０分、密度９１３ｋｇ／ｍ３、Ｔｍ＝１２７℃、ΔＨ＝１
２７Ｊ／ｇ、Ｘｃ１１０＝２６％
ＫＦ３６０：日本ポリエチレン（株）製、超低密度ポリエチレン、ＭＦＲ（１９０℃、２
１．１８Ｎ）＝３．５ｇ／１０分、密度８９８ｋｇ／ｍ３、Ｔｍ＝１１１℃、ΔＨ＝９２
Ｊ／ｇ、Ｘｃ１１０＝５％
Ｆ－７３０ＮＶ：プライムポリマー（株）製、プロピレンランダムコポリマー、ＭＦＲ（
１９０℃、２１．１８Ｎ）＝７ｇ／１０分
アドマーＸＥ０７０：三井化学（株）製、無水マレイン酸変性エチレン系重合体、ＭＦＲ
（１９０℃、２１．１８Ｎ）＝３　ｇ／１０分
アドマーＸＭ７０７０：三井化学（株）製、プロピレン系ランダム共重合体、ＭＦＲ（２
３０℃、２１．１８Ｎ）＝７ｇ/１０分
【００６１】
成分（Ｂ）
ホプカライト：ジーエルサイエンス（株）製の複合金属酸化物触媒（ＣｕＭｎ２Ｏ４）、
乳鉢で粉砕・分級したもの、Ｄ９９＝１２μｍ、Ｄ５０＝３μｍ
５％Ｐｄ－ＭｇＯ－０１：エヌ・イー・ケムキャット（株）製の酸化マグネシウム担持パ
ラジウム触媒、担持量５質量％、Ｄ９９＝６μｍ、Ｄ５０＝２μｍ
【００６２】
成分（Ｃ）
ゼオラムＡ４　ＬＰＨ：東ソー（株）製、Ａ型ゼオライト（モレキュラーシーブ４Ａ）、
Ｄ９９＝２０μｍ、Ｄ５０＝１２μｍ
ＳＴＯ：堺化学工業（株）製、酸化ストロンチウム、粗粉を分級したもの、Ｄ９９＝１８
μｍ、Ｄ５０＝５μｍ
スターマグＰＳＦ－１５０Ｆ：神島化学工業（株）製の高ＢＥＴ酸化マグネシウム、ＢＥ
Ｔ比表面積＝１５０ｍ2／ｇ 、Ｄ９９＝３μｍ、Ｄ５０＝１μｍ
スターマグＵ：神島化学工業（株）製の高ＢＥＴ酸化マグネシウム、ＢＥＴ比表面積＝１
２５ｍ2／ｇ 、Ｄ９９＝６μｍ、Ｄ５０＝２μｍ
スターマグＰ：神島化学工業（株）製の酸化マグネシウム、ＢＥＴ比表面積＝１０ｍ2／
ｇ、Ｄ９９＝９μｍ、Ｄ５０＝３μｍ
【００６３】
その他の成分
ＬＢＴ－７７：堺化学工業（株）製、ポリエチレンワックス
ステアリン酸カルシウム
モレキュラーシーブ３Ａパウダー：ユニオン昭和（株）製、細孔径０．３ｍｍのＡ型ゼオ
ライト、粗粉を分級したもの、Ｄ９９＝１９μｍ、Ｄ５０＝９μｍ
【００６４】
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【表１】

【００６５】
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【表２】

【００６６】
表１から明らかなように、本発明に従う成分（Ａ）および（Ｂ）を含む樹脂組成物からな
るフィルムを使用した実施例１～１３では、Ｎ２－ＣＯ混合気体中での２４時間後の一酸
化炭素濃度が２．1ｖｏｌ％以下であり、これは、酸素の不存在下で一酸化炭素が二酸化
炭素に酸化されたことを示す。また、成分（Ｃ）をも含む樹脂組成物からなるフィルムを
使用した実施例２～１３では、上記気体中に二酸化炭素は検出されず、これは酸化によっ
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て生じた二酸化炭素が吸着されたことを示す。また、成分（Ｃ）としてゼオラム４Ａ（モ
レキュラーシーブ４Ａ）を含む実施例２、５および６、ならびに水分吸収剤を含む実施例
１３のフィルムについては、上記試験（４）も行った。その結果、初期水分量９８２ｐｐ
ｍに対して４８時間浸漬後の水分量がそれぞれ２１、１２、２５および１９ｐｐｍであり
、十分な水分吸収能を示した。
【００６７】
参考例１は、実施例９において成分（Ｃ）としてＢＥＴ比表面積が１０ｍ2／ｇである酸
化マグネシウムを使用した例である。試験（１）～（３）はいずれも絶乾状態で行われる
ため、ＢＥＴ比表面積が小さい酸化マグネシウムを使用した参考例１では、一酸化炭素の
二酸化炭素への酸化は行われたが、二酸化炭素の吸着は行われなかった。
【００６８】
一方、表２から明らかなように、成分（Ｂ）を含まない樹脂組成物からなるフィルムを使
用した比較例１、２および５では、上記気体中での２４時間後の一酸化炭素濃度がブラン
クとほぼ同じであり、これは、一酸化炭素の二酸化炭素への酸化が行われなかったことを
示す。成分（Ｂ）を多量に配合した比較例３および６、ならびに成分（Ｃ）を多量に配合
した比較例４および７では、溶融混練時に押出負荷が高くなってスクリュが停止し、樹脂
組成物の成形体ペレットを得ることができなかったので、試験(1)～（３）を行うことが
できなかった。
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